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0. はじめに 
世界市民会議 World Wide Views にようこそ！このたびは「世界市民会議 World Wide Views

～生物多様性を考える」にご参加くださり、誠にありがとうございます。この会議の目的は、地球規模で

進む生物多様性の消失に対して私たちはどのように取り組むべきなのか、その方法について皆さんの

意見を集め、国際交渉の場で議論する代表者たちに知らせることです。生物多様性とは、地球上の自

然が織りなす命の多様性を意味しています。陸上や水中（淡水および海洋）に生息するあらゆる種類

の動物、植物、微生物によってもたらされます。しかし、過去30年間、私たち人類による自然の過度な

利用は、生物多様性の深刻な劣化を招いてきました。 

多種多様な生物が相互に作用し合う自然環境は、人間にとってなくてはならない、重要な物資とサ

ービスをもたらします。たとえば、きれいな水や空気、食料、燃料、繊維、医薬品、健康な土壌、十分

な栄養素、作物、それに家畜などです。生物の多様性が高まれば高まるほど、医学的発見や経済の

発展につながり、気候変動などの課題に対応できる可能性も高まります。生物多様性は地球上の生命

の基盤であり、生物同士をつなぐものです。生物多様性が失われれば、世界中の人々に影響が及びま

す。しかし、その保全措置の内容や程度については、人々の間で意見が分かれています。 

World Wide Views では、会議を通じて生物多様性の消失防止と保全方法について、参加者同士

が意見を交換します。このテキストは、世界中の参加者にとって議論の共通の土台となります。生物多

様性に関する基本的情報のほか、どうやってその消失を防ぐか、どんな対策をとるべきかなどについて、

様々な見解を紹介しています。会議に参加するにあたり、この冊子の内容のほかに特別な知識は必要

ありません。 

このテキストでは、2012 年 10 月にインドで行われる生物多様性条約第 11 回締約国会議（COP11）

で検討される問題を中心に扱っています。COP11 では、全締約国の代表が集まり、世界規模での生

物多様性低下に歯止めをかけるための政策手段が話し合われます。そこでWorld Wide Views では、

会議で集まった皆さんの意見を各国代表団やその他の政策担当者に伝える予定です。 

この会議に参加するために、たとえば「生物多様性の消失に歯止めをかけることが重要だ」との意見

をもつ必要はありません。この意見に賛成する人でも、反対する人でも参加できます。生物多様性に関

する課題は、経済や開発、さらには正義や公正の問題にも関係します。このため、議論には政策担当

者、産業界、専門家や NGO だけでなく、一般市民も参加する必要があります。地球の将来を決定して

いくのは政府代表者ですが、その判断の結果は、市民である皆さんにも及びます。このため、皆さんの

意見が重要なのです。 

この資料の読み方: 本冊子は 4 章で構成されています。第 1 章は生物多様性の全般的な紹介で

す。生物多様性の現状と今までの劣化状況、そしてその消失が我々に及ぼす影響を紹介します。また、

生物多様性の問題を扱っている国際条約として、生物多様性条約も紹介します。第 2 章では、陸上で

の生物多様性について詳しく解説します。農業と生物多様性の関係、生物多様性を保全するための

保護区の役割、さらに、自然地域と生物多様性の消失に歯止めをかけるために必要な取り組みを扱い

ます。第 3 章は、地球表面の 3 分の 2 を占める海洋における生物多様性に関する重要な視点を紹介

します。海洋生物多様性と漁業は密接に関係しているため、漁業資源の枯渇防止、サンゴ礁の保全、

海洋保護区の設定に伴う課題などを扱います。第 4 章は負担と利益の国際的分配に関するものです。
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生物多様性を保全するための資金をどのように調達して、いかに適切に利用するかは、COP11 の最

重要課題の 1 つです。また、「名古屋議定書」も取り上げます。これは、外国における遺伝資源への合

法的アクセスに関する枠組みを定めたもので、遺伝資源の利用に伴う利益の公平な配分を図るため

に、2010 年に取り決められた国際合意です。 

本冊子に記載された情報は、世界各地の科学者が執筆した報告書をもとにしています。科学者は、

自然界のしくみや人間活動の許容範囲を解明するために、生物多様性について長い間あらゆる側面

から研究してきました。科学は、我々が知り得ていることと知らないことを教えてくれます。このため、本

冊子を読むことで、これから何をすべきなのか、私たちは十分な情報を得た上で決断をすることができ

ます。 

この資料の作成について: このテキストは、World Wide Views のコーディネーターであるデンマーク

技術委員会との密接な協力のもと、BIOFACTION（ウィーン）が執筆しました。また、科学諮問委員会

が本書の記載内容を審査しました。 

 

2012 年 6 月、ウィーンにて  
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1. 生物多様性とは 
第1章では、生物多様性を概観し、このテキストで使われている重要な用語や取り上げる問題につい

て説明します。過去30年間に起こった生物多様性劣化の原因と結果について、政治的な取り組みと

併せて紹介するとともに、生物多様性のもたらす利益や、生物多様性の消失による個人、国家、およ

び世界レベルでの影響について考えます。 

 

1.1. 生物多様性とは何か 
生物多様性とは、陸上、淡水、海洋に生息する動植物や微生物など、地球上の生命が示す多様

な姿を表す言葉です。生物多様性は、種、生態系、遺伝子の３つの観点で捉えることができます。（コ

ラム1.1参照）。 

地球の陸上、地中、淡水や海洋には、およそ1,000万から3,000万種類の動植物と微生物が生息し

ているといわれています。これまでに200万前後の動植物が学術的に認められており、毎年約1万

5,000の種が発見されています。世界中で確認されている種もあれば、ある特定の地域にのみその生

息が確認されている極めて稀少な種もあります。

例えば、カンガルーの仲間が生息しているのはオ

ーストラリアだけです。また世界中のある一箇所に

しか生息していないという植物種も多数存在してい

ますが、それらの中には絶滅の危機に瀕している

ものもあります。 

生態系における生物どうしの関係性も、生物多

様性の重要な要素のひとつです。例えば、海洋に

おいては、太陽のエネルギーを取り込む植物プラ

ンクトンを起点に、それを餌とする小動物、その小

動物を食べる大型動物（魚、爬虫類、哺乳類）の

関係があります。そして海藻や魚、甲殻類などの

海産物は、世界中の多くの人々の食料となってい

コラム1.1: 生物多様性を示す3つの観点 

1) 「種」とは、ミツバチ、イースト菌、アカカンガル

ー、クロマグロなど、特定の種類の動物、植物、微

生物です。同じ種に属する生物はほぼ同じ遺伝

情報を持っており、交配することができます。 

2) 「生態系」とは、例えば、湖、森林、サンゴ礁や

砂漠など、動物や植物、微生物が互いに影響し

合いながら共生しているひとつのシステムのことで

す。 

3) 「遺伝子」は、生物が持っている、種の姿形、

生息環境、繁殖方法などを決める設計図です。

同じ種であっても、個体によってわずかに違いま

す。 
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ます。このように生物多様性は、人々の暮らしの基盤となっているのです。 

非常に多くの種が生息している地域は「生物多様性ホットスポット」と呼ばれています。しかし、種の

多様性の高い地域は、野生の自然地域だけではありません。人類は農地や森林、草地など集落周辺

の環境に手を入れ、長いあいだ維持してきました。そのような管理された緑地には、その環境に適した

多くの生物種が生息しています。しかし、世界各地で都市や産業が発達し人口が変動するにつれ、こ

のような風景やそれを維持するために人々が利用してきた知識や慣習が失われつつあります。 

 

1.2. 生物多様性の恩恵 
生物多様性はそれ自体に価値のあるものです。世界中どの文化圏でもほぼ共通に見られるのは、

自分たちが生きている土地や自然、およびそこに生息する生物たちに対して、人々が畏敬の念を抱い

ていることです。伝統文化や宗教、人々の精神世界、教育、そして健康や娯楽といった分野においても、

そのような自然を敬う心が大切にされています。その背後にあるのは、私たち人類は生物多様性に依

存して生きており、生物多様性がもたらす物資とサービスの恩恵を受けているという事実です。 

 

物資 

森林、淡水、土壌、海洋では、さまざまな種類の生物が互いに支え合い生態系を形成しています。

健全な生態系は、私たち人間に食料や繊維、木材にバイオ燃料、医薬品やきれいな水をもたらしてく

れます。また、生態系は、将来私たちが新たに作物や家畜として利用できる可能性のある、未知の生

物種が蓄えられているところでもあります。実際、ほとんどの作物と家畜は、野生種の品種改良によっ

て得られたものです。また、動植物や微生物に由来する天然化合物を素にした、疾病治療薬の開発も

行われています。 

 

サービス 

生物多様性の存在により、私たちの生存に必要不可欠なものが無償で提供されています。「生態系

図1.1: 世界の植物種数分布図。10,000km2
あたりの植物種の数を色で表している。（Barthlottら, 1999を

改変） 
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サービス」と呼ばれるこれらのサービスには、さまざまなものがあります。例えば、微生物は植物の成長

に必要な栄養素をもたらし、緑色植物が酸素を生産します。また、岩が雨や風にさらされれば土壌が

生み出され、植物やその他の生物が時間をかけて徐々に土壌を肥沃にしていきます。大量の水をたく

わえ、豊かな生態系を育む海は、地球を形作る重要な機能を持っています。例えば、さまざまな物を

遠くまで運び、地球の気候をコントロールし、私たちに食料を与えてくれます。また、植物プランクトンに

よって大量の酸素が生み出され、陸上の動物はこの酸素を吸って生きています。さらに、化石燃料を

燃焼させることによって排出される二酸化炭素の一部を、海は吸収してくれます。 

数千年ものあいだ、沿岸の環境は人類に恵みをもたらしてきました。沿岸部に生息する動植物は豊

富な栄養分を供給し、河川の泥を浄化し、さらに、海岸が嵐で浸食されるのを防ぐ働きをしています。

海岸でとれる魚、貝、海藻類は人間・動物の食料となりますし、肥料、医薬品、化粧品、家庭用品、建

築資材としても利用されます。「海の熱帯雨林」と呼ばれるサンゴ礁は、漁業資源を提供し、自然災害

を防ぎ、気候を調整しています。多くの開発途上国、先進工業国、そして島嶼国の人々が、食料調達

や経済活動のためにサンゴ礁を利用しています。サンゴ礁を主な生活の糧として、それに大きく依存し

ている人々の数は5億人にのぼります。 

 

 

1.3. 危機にさらされている生物多様性 
2012年に発行された国連の報告書では、森林消失率、水の

供給不安、沿岸地域の環境汚染が詳しく取り上げられています。

全体的な傾向として挙げられているのは、生物多様性が世界的

に劣化していることです。例えば過去30年間で、脊椎動物の個

体数が世界全体で3分の1減少し、今も減りつづけていると言わ

れています。また、種の3分の2が絶滅の危機にさらされていると

も言われています。WWFの「生きている地球レポート」（Living 
Planet Report 2010）は、生物多様性に対する５つの主な脅威

は全て人間活動が原因であるとしています。 

 生態系のダメージと消失：森林や湿地、山岳地域が改

変され、野生動物や植物の生存に適した環境が失われ

ています。  

 野生種の乱獲：食料や原材料の調達のための過剰な漁

獲、狩猟、伐採が、資源枯渇をもたらしています 

図1.2:（左）花に受粉するミ

ツバチ（写真：Gurling 
Bothma, 2012年）。（右）農

薬によって蜂が全滅し、農

家は人の手を使って受粉を

始めた（写真：Li junsheng） 

図 1.3: 1980 年から 2010 年にかけての鳥

類、哺乳類、サンゴ、両生類の減少（出典：

IUCN, 2012 年） 

両生類 

哺乳類 

サンゴ 

鳥類 
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 水質汚濁：肥料の過剰利用による水質の富栄養化が、水中の生態系に影響を与えています。

その他、都市や工場、鉱業からの廃棄物も、汚染の原因となっています。  

 気候変動：石炭・石油の燃焼、森林伐採、農業、産業活動により、大気中に温室効果ガスが

放出され、地球の温度上昇につながっています。サンゴ礁、北極海の氷、高山の動植物など

は、こういった急速な環境変化に対処できません。 

 外来種：世界のある場所から別の場所に持ち込まれた外来種が、在来種を駆逐してしまうこと

が起きています。  

 

1.4.生物多様性条約 
「生物多様性条約（Conservation of Biological Diversity：CBD）」がリオデジャネイロの国連地球

サミットで採択されたのは 1992 年。地球の環境問題が顕著となっていた時期のことでした。この条約は、

生物多様性の保全とその持続可能な利用、遺伝資源の利用から生ずる利益の公正な分配を目的と

しており、192 ヶ国と欧州連合が署名しました。ただ、アメリカはこの条約には加盟していません。 

2012 年 10 月、生物多様性条約の全締約国の代表がインドで次の会合を開催します。この会合は

第 11 回締約国会議（COP11）とよばれ、生物多様性の消失を防ぐ方法が議論されます。2010 年に

日本の名古屋で開催された COP10 において、20 の目標（いわゆる「愛知目標」））が採択され、2020
年までにこの目標を達成すべきとされました。現在、各締約国によってその達成方法が検討されてい

るところですが、法令、税制、禁止措置、罰金、基準設定、補助金、奨励金、補償金などのさまざまな

政策的措置が議論されています。 

 

1.5. 生物多様性に関する市民の意見の必要性  
生物多様性の消失は、個人、家庭、村や町、都市、地域、国などさまざまなレベルで深刻な影響を

及ぼす可能性があります。食料価格の上昇、作物・家畜の収穫量や漁獲高の減少、飲用水の不足、

洪水その他の自然災害の頻発のほか、土壌が水や養分を維持できなくなったり、観光地としての魅力

が低下したりすることも挙げられます。このような影響は長期的であり、人間生活のほぼすべての面に

及びます。生物多様性の保全・回復のためには、誰かが失業に追い込まれたり、労働環境に大きな影

響が出たり、あるいは私たちの生活様式や食生活を大きく変える必要が生じるかもしれません。また、

漁業を禁じた場合などは、漁師が自らの存在意義を失ってしまうことさえ考えられます。生物多様性保

全のために使われる税金が増えれば、社会保障、雇用創出、公共医療、教育、研究開発など、他の

重要な課題に充てられる予算が減ることも考えられます。特に不景気時には、貴重な税金を生物多

様性保全に使う政策は、あまり支持されないでしょう。 

生物多様性の劣化は、世界全体で取り組む必要のある問題であるため、国際的な条約が求められ

ます。多くの生態系は国境を越えて拡がっており、公海上での漁業はほとんど規制がなく、水産物の取

引は国際化しています。地球のある地域で生み出された汚染は、他の地域に影響します。また、国益

や業界の利益、利害関係者間の価値観・世界観・メンタリティが国によって異なるため、すべての国が

納得して民主的な合意に至るのは容易ではありません。2012 年秋には、インドで開催される COP11
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において生物多様性保全に関する議論が行われますが、その際には、専門家、政策立案者、圧力団

体がそれぞれの立場で発言をします。未解決の課題には次のようなものがあります。生物多様性の消

失に対する責任を負うのは誰か、生物多様性保全の目標をどのように達成すべきか、どのような対策

をとるべきか、人間の利益と自然界のバランスをどうやって図るのか、規制が必要か、一般市民が生

物多様性に配慮した行動を自主的にとるようにするのは可能か、それとも新たな法制度や経済的規制

を設けるべきか、などです。 

多国間の話し合いによる決定の影響を真っ先に受けるのは、一般市民です。市民が議論のプロセス

に参加することで、より多様な視点で問題をとらえることができます。また政策立案者に対し、一般の

人々の支持が得られやすい、つまり成功する見込みの高い政策を決定するための、貴重な情報を提

供することができるのです。 
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2. 陸の生物多様性  
陸上には、森林、草原、湿地、砂漠などさまざまな自然があり、動植物や微生物が住んでいます。こ

の章では、自然が残されている地域の保護、減少防止、農地化という３つの問題点を取り上げます。 

 

2.1. 自然地域の保護  
生物多様性保全の手段としてこれまでに成功しているものの一つは、熱帯雨林やサバンナなど、手

つかずの自然がほぼ維持されている地域を保護することです。こういった地域では人間の影響はこれ

までのところ小さく抑えられており、自然の景観がそのまま残った環境の中で、多くの動物や植物が絶

妙なバランスで関係しあいながら生息しています。このような地域は、生物にとって、人間の影響から

逃れられる避難所のようなもので、生物が自由に活動できる場所となっています。 

保護区の存在は非常に重要です。国立公園や国立保護区などの形で約140年にわたって維持さ

れているものもあります。多くの保護区では、人間が手を加えたり、経済活動を行ったりすることは厳しく

規制されており、伐採、狩猟、農業、鉱業、あるいは人間の居住はほとんど禁止されています。保護区

は十分に管理するとともに、十分な資金を充てることが必要なのです。また、保護区は人間にとっても

重要な存在です。国連の報告書によると、保護区は約11億人の生活を支えています。世界の大都市

の3分の1以上の飲用水は保護区が水源ですし、作物の品種改良に必要な数多くの野生種も保護区

から得られます。 

2010年時点で、世界には15万ヶ所以上の保護区があり、陸地の約8分の1（12.7％）を占めていま

す。保護区の数と規模は拡大していますが、多くは小さすぎるか、孤立しているため、生物多様性の保

全にはまだ十分ではありません。また、希少種の生き残りがいる地域や鳥類の重要な生息地が存在す

る地域など、生物多様性にとって重要な地域の半分以上は、依然として全く保護されていません。さら

に、管理が不十分な地域も存在します。2010年に合意された生物多様性に関する国際的な目標(愛
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知目標)の一つでは、2020年までに、世界の陸地に占める保護区の割合を17％以上に引き上げること

を求めています。すなわち、各国政府が多くの保護区を新設するか、既存の保護区を拡大する必要が

あるのです。 

しかしながら、これは簡単なことではありません。保護区を新設する際、利害が対立する関係者の間

で紛争が生じることが少なくないからです。ある土地を、自然保護、人間の居住、資源開発のうちどれ

に使用すべきか。自然保護は、その地域に住む人の生活と相反することが多くあります。例えば農家は

田畑を耕作することができなくなり、企業は樹木を伐採したり鉱山やプランテーションを開発したりでき

なくなります。また、必要な道路建設が禁止されることなども考えられます。何を優先すべきか決める

のは難しい場合が多いのです。地域住民が納得する形で、彼らの土地利用と自然保護とを両立させる

ことは容易ではないでしょう。また、保護区を規制・管理し、農家などに損失補償金を支払うために、多

額の資金投入が必要なこともあります。 

 

 

2.2. 自然地域の減少防止 
国際社会では、世界規模で生物多様性を保全する必要性については、国際的な合意が存在して

います。しかし社会的、または経済的な理由から、多くの国で作物や家畜、木材生産のために森林の

伐採が行われています。人口増加に応じて耕作地を増やし、収益を上げることは、重要な開発目標で

す。 

条約の締結は各国の共通認識のあらわれですが、それが実効的に機能するようにしなければなりま

せん。すなわち、各国が国内法を制定し、具体的措置をとる必要があります。その方法をめぐっては、

意見の対立がしばしば起こります。 

例えば、自然地域の保護に関しては、制裁の厳しい法律を新しく制定しなければ（あるいは少なくとも

現行法を改善しなければ）効果がないと懸念する人もいます。一方で法律は最低限に抑え、経済的

（又は「市場的」）手段の方が望ましいと考える人もいます。つまり、自然地域では生物多様性に悪影

響を及ぼすような活動（狩猟、伐採、鉱業など）をすると採算がとれなくなるようにすれば、法令よりも効

果的に野生動植物を保護できるというのです。法律的・経済的な措置のほかに、行政的手段も有効で

図2.1: 世界の保護区の増加と2020年までの目標（出典： UNEP-WCMC, 2012年) 
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す。例えば、自然地域の利用計画にはすべて生物多様性の保全対策を盛り込むこと、また、地域住

民に対して自然資源の管理方法の改善を推奨するなどです。生物多様性の劣化に伴う問題について

は、市民の支持が不可欠ですから、社会的な認知度を高めることも必要です。 

しかし、生物多様性は他と比べてそれほど重要でないと主張する人もいます。自然地域保護の法制

度や政治判断、または経済措置を議論するより、もっと優先順位の高い問題に注力すべきだという理

由からです。また、条約に基づく約束ごとを各国が実行に移す場合には、それぞれの国の事情に応じ

て最も適した措置を考える必要もあるでしょう。 

 

2.3. 自然地域の農地化 
農業は、生物多様性に影響を及ぼす最大の人間活動です。このため、多くの専門家が、生物多様

性保全プランの策定にあたっては農業に配慮すべきだと指摘しています。農業がこれほどの悪影響を

及ぼす理由はいくつかあります。その一つは、自然地域の農地化が現在も進んでいることです。 

 

 

 

 

現在、地球上の陸地の40％が作物栽培と牧畜に利用されています。世界資源研究所は、多くの開

発途上国では自然地域の農地化が急速に進んでいると発表しています。国連開発計画（UNEP）は、

農地面積が2050年までに、アフリカと西アジアではほぼ倍増し、アジア太平洋地域では25％増加する

と予測しています。農地化の影響は森林に集中しています。世界に残された大規模な森林の5分の1
は耕作地や放牧地に替わると予測されています。特に熱帯地方では、耕作に適した多くの土地が土壌

浸食によって失われています。このため農家は熱帯雨林をさらに農地化せざるを得ません。農地化に

よって、もともと生息していた動植物のすみかがなくなってしまうため、生物多様性に重大な影響を及

ぼします。 

農地化が生物多様性の減少につながるもう一つの理由は、面積あたりの生産量を増やそうとすると

ころからきています。生産性を上げるうえで邪魔な動植物は有害とみなされ、駆除されます。また生産

性を高めるため、農薬だけでなく化学肥料や重機械などが多くの地域で利用されるようになっています。

このような「大量投入農法」の欠点は、天然の種を駆逐するだけでなく、土壌浸食や深刻な汚染をも引

き起こすことです。この農法によって、多くの種が絶滅に追いやられています。 

これらの背後には、世界の食料需要が急増しているという事情があります。国連は2020年の地球人

使用されている耕作地面積と作物生産に適した土地面積（単位：100 万ヘクタール） 

ラテンアメリカ 
及びカリブ諸国 

使用されている耕作地（1997～99 年） 

天水耕作に適した土地の

面積 

サハラ以南のアフリカ 東アジア 南アジア 中東及び 
北アフリカ 

先進国 新興国 

図2.2: 特定の地域で耕作地を現在の水準（オレンジ）から最大可能な水準（青）に増やすためには、自然環境を農地化する

必要があります（出典：FAO, 2002年） 
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口を77億人と推定していますが、その全員分の食料が必要です。現在すでに多くの人々が飢餓状態

にありますが、世界全体でみると十分な量の食料が生産されており、その分配がうまくいっていないこと

が問題だという考えもあります。一方で、世界の食料を公平に分配するような努力は、決して実を結ば

ないだろうという見方もあります。 

もう一つの問題点は、多くの国で肉の需要が増大していることです。食肉生産を目的に動物を飼育

するには、大量の飼料を必要とします。食肉を生産するには、生産される食肉の持つエネルギーの約

10倍の穀物を飼料として与えなければなりません。したがって肉食は、さらに作物の需要を増加させ、

より広大な農地が必要となります。 

すなわち問題は、十分な食料を確保しつつ、どのように生物多様性を最大限保全できるかということ

です。それにはいくつかの方法が提案されています。例えば、農薬・肥料を減らした低集約農業なら、

大量投入農法の欠陥の多くを回避できる可能性があります。しかし、収穫できる量が少なければ、より

多くの土地が必要となり、自然地域を農地化する必要が生じます。もう一つの可能性は、既存の土地

での農業のしかたを改良することです。これには二つの方法があります。一つ目は、たとえば新品種開

発など、農薬・肥料を減らしつつ生産性を高めることのできる新技術を導入する方法です。もっとも、新

技術の導入には特別な専門知識が必要ですし、

コストもかかります。多くの農家にとって多額の投

資は不可能です。二つ目は、例えば輪作など、

農薬・肥料が少なくてすむ伝統的農法を利用す

ることです。この農法も特別な専門知識とともに、

さらに多くの労力が必要となり、農家（とくに自給

自作の農家）にとっては問題となります。 

一方では、食料生産のレベルを生物多様性にダメージを与えるほど引き上げる必要性が本当にある

のか、という疑問の声もあります。それよりも、肉の消費を減らして資源の利用効率を高め、食料の無

駄をなくしてより適切に配分するなどして、食料需要を減らすことに取り組むべきだという考えです。しか

し、これには抜本的な対策を講じたり、食習慣を変えたりすることなどが必要となりますが、それは困難

ですし、少なくとも実現には長い時間がかかります。 

以上に述べた方法にはすべ

て長所と短所があります。技術

的な問題点だけではなく、価値

観の問題もかかわってきます。

たとえば私たちは、生物多様性

に配慮した農業を行う場合でも、

自然地域の新たな農地化は避

けるべきなのでしょうか。このジレンマの解決は農家に任せておくべきなのか、それとも消費者も食料生

産に関して生物多様性保全の責任を担うべきなのでしょうか。将来の食料需要と生物多様性保全の

釣り合いをとるにはどの方法が一番効果的かを考える際には、こうした事情がかかわってくるのです。 
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3. 海の生物多様性  
海は地球の表面の 3 分の 2 以上を占めている、生物多様性の宝庫です。この章では、漁業資源の

乱獲防止、サンゴ礁の保全、公海保護区という、海の生物多様性に関する３つの問題を取り上げま

す。 

 

3.1. 乱獲 
人類は古代から漁業を行ってきました。現在、世界の漁業人口は4,900万人、漁業関連産業（船舶

修理、魚介類の販売等）に従事する人は2億1200万人で、合わせて2億6,100万人もの人々が漁業で

生計をたてています。 

世界の総漁獲量をみてみると、1970年には6,500万トンでしたが、2000年には1億2,500万トンと2倍

以上となりました。うち8,500万トンは天然

魚で、残り約4,000万トンが養殖です。漁獲

量は限界に達しているため、天然魚だけで

はこれからの世界の需要をまかなうことが

できなくなると考えられています。国連食料

農業機関（FAO）によると、漁船の増加や

漁業設備の向上にもかかわらず、天然魚

の漁獲量は1990年代以降増加していませ

ん。 

 

海洋資源の過剰な利用 

持続可能でない漁法は、生物多様性に深刻な影響をおよぼします。例えば、海底の生態系を破壊

する底引き網漁（海底に沿って網を引く漁法）、サンゴ礁近くでの毒物や爆発物の使用、目的としてい

図 3.1: いけす（写真）や人工湖などで魚貝類が養殖されている

（出典：FAO, 2012 年） 
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図 3.3: 漁獲対象の食

物連鎖上の移行（フィッ

シングダウン）。食物連

鎖で上位にいる大型魚

が獲り尽くされると、下位

の小型魚やエビが漁獲

対 象 と な る （ 出 典 ：

Pauly，2003 年） 

ない海鳥や動物を傷つけてしまう不適切な漁具の使用などです。漁業の影響で、多くの魚類の生息場

所や数が変化しています。また、多くの漁業地域では漁獲量が限度を超えたせいで資源が枯渇し、漁業を

続けられない状況が生じています。海洋生物と生物多様性を脅かすものは多数ありますが、そのなかで乱

獲は単独のものとして最大の脅威である、と FAO は述べています。2000 年時点で、漁業資源の 4 分の 3
が「過剰利用」あるいは「最大限まで利用」されており、世界の16の漁業地域のうち12箇所では、漁獲

高はかつてのピークを下回っています。 

 

持続可能な漁業に向けて 

「持続可能な漁業」とは、魚の個体数が安定するように漁獲を行おうとするものです。多くの国で、漁

獲割り当ては水産業者、漁業者、科学者などが関与して政治的に決定されています。漁業資源の乱

獲防止は生物多様性目標（愛知目標）の一つとなっていますが、通常、年間の適正な漁獲量に関して

は、水産業界と科学者では見解が異なっています。例えば欧州委員会は、近年の漁獲許可量は科学

者が勧告する水準を40％上回っていたと発表しています。漁業に生活を頼っているわけではない科学

者とは違って、水産業界や漁業者は漁獲許可量を増やす方が望ましいと考えているのです。 

 

漁獲能力と補助金  

現在、漁船の数に対して魚の数は少なくなっています。漁業を今後も継続していくには、獲ってもい

図 3.2: 世界の海

洋の 4 分の 3 にお

いて漁業資源が過

剰利用か最大限

利 用 さ れ て い る 
（FAO, 2010 年を

改変） 

過剰利用、枯渇または回復中 
最大限利用 
基準を下回る利用または適度な利用 
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い魚の量には限度があります。しかし FAO によると、すでに 1992 年にはその限度量に対して、世界の

漁船の総漁獲能力が 2 倍になっていました。過当競争のために生計を立てることが難しくなった漁業

者に対し、補助金を交付したり、免税措置をとったりする政府もあります。このような措置は、場合によっ

てはかえって漁船の増加につながり、さらに競争が激化して事業の継続が難しくなることもあります。漁

業者全体の漁獲能力が高すぎると漁業資源が脅かされるだけでなく、個々の漁業者にとっても問題に

なります。激しい競争を強いられ、生計を立てることがほとんど不可能になることもあるからです。 

EU、中国、ベトナム、日本などでは大型船の削減を目指していますが、インドネシア、カンボジア、マ

レーシアなどでは漁船数が依然として増加しています。持続可能な漁業を実現するためには漁船の漁

獲能力を調整する必要があります。そのため、漁船の建造や改修に対する公的補助金の支給中止が

提案されています。それでもなお、漁業者は何らかの手段で生計を立てなくてはなりません。  

 

3.2. サンゴ礁  
サンゴ礁における生物多様性  

サンゴ礁は、海に住む無数の小動物と植物がつくりだ

す石灰岩の構造物です。サンゴ礁は「海の熱帯雨林」と

も呼ばれ、地球上で最も多様な生態系のひとつです。サ

ンゴ礁は世界の海の 0.1％未満、すなわち、フランスの

半分程度の面積しかありませんが、それでも、魚類、海

鳥、無脊椎動物、その他さまざまな種類の海洋生物など、

全海洋種の 4 分の 1 が棲み処としています。サンゴ礁は

通常、熱帯水域の浅い海にあり、観光や漁業、海岸保

護に役立っています。経済学者らは、世界のサンゴ礁全

体で年間 3,750 億ドルの価値があると推算しています。 

 

図 3.4: 世界のサンゴ礁の分布とその多様性。サンゴ礁の大部分は、開発途上国の温暖な熱帯海域で発生する。 
（出典： NASA, 2012 年） 



16 
 

サンゴ礁に対する脅威 

サンゴ礁は壊れやすいものです。違法漁業、過剰使用、都市・農業による水質汚濁などの脅威にさ

らされており（図 3.5 参照）、世界のサンゴ礁の 3 分の 1 以上がすでに破壊されたか、深刻な被害を受

けていると指摘する科学者もいます。サンゴ礁のある熱帯水域の開発途上国には、サンゴ礁の保全に

必要な資金を十分に準備できない国もあります。保全の手段としては、漁獲規制の施行・監視、汚染

の低減、エコツーリズムプランの策定・導入、環境に配慮した海岸地区開発、サンゴ礁に害を与える捕

食者の駆除などがありますが、これらの措置にはすべてコストがかかります。 

 

3.3. 公海での海洋保護区の設定 
海洋保護区（MPA）は、海の生物多様性を保全するための、海洋の自然保護区です。絶滅危惧種

の保護、および漁業のための水産資源の確保を目的としています。現在、海洋保護区は世界の海の

2.0%を占めるにすぎず、陸上の自然保護区の面積が、陸地の 12％以上であることに比べると低いレ

ベルにとどまっています。そのため、生物多様性目標（愛知目標）のひとつに、海洋保護区の割合を海

図 3.5：サンゴ礁は人間の活動による脅威にさらされている（出典：SEOS, 2012 年） 

図 3.6: 2020 年までの目標を達成するため、海洋保護区を大幅に増加させる必要がある。（出典： UNEP-WCMC, 2012
年） 
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洋の 10％に引き上げるというものがあります。現在、海洋保護区の大部分はそれぞれの国に属した沿

岸付近にあります。沿岸から 200 海里より外はいわゆる「公海」で、保護はきわめて限られた範囲でし

か行われていません。公海は各国の沿岸水域とは異なり、一国の判断では保護区の制定ができない

からです。この点が海洋保護区の数と規模を引き上げるにあたっての問題のひとつとなっています。 

公海の存在はたいへん重要です。公海は海面の 3 分の 2 を占めており、生物多様性条約（CBD）に

よれば生物多様性の宝庫です。公海を対象とする国際的な法的枠組み（国連海洋法条約、

UNCLOS）はありますが、漁業、海運、水質汚濁や海底採掘など特定の分野のみに重点を置いており、

保護区の設置は扱っていません。 

現時点で公海上に設置されている海洋保護区はごくわずかですが、一例として 2002 年にイタリア、

フランス、モナコが条約を締結して地中海に設置した「ペラゴス島自然保護区」があります。この条約に

よって、これら三ヶ国に登録されている船舶の立ち入りは規制されますが、外国の船舶を規制すること

はできません。またもう一つの例として、南極大陸近海に「南オークニー自然保護区」があります。

2010 年に南極海海洋生物資源保存委員会（CCAMLR）に加入する 35 の国によって設置されたもの

で、ここでの漁業は全面禁止されています。 

公海上の一定の区域に関する条約は、その締結国にしか効力を及ぼさないので、非締結国の権利

には影響しません。すなわち条約の締結国は、非締結国を拘束するルールを定めることはできないの

です。このため、新たな条約（たとえば UNCLOS に基づく新たな条約など）を締結しなければ、公海の

保護は非常に困難です。そのような条約を作れば、重要な漁場への船舶立ち入り制限などを行うこと

が可能かもしれません（法律上策定が困難ではありますが）。とはいえ、立ち入り制限の実施には様々

な困難が伴い、かつ、コストがかかるものになるでしょう。 

  

図 3.7. 沿岸から

200 海里外の公海

（青色部分）を示し

た世界地図。公海

には国内法が及ば

ない。(出典: EoE, 
2012 年) 
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4. 負担と利益の分配 
生物多様性の保全のように、国際的な課題に関して国際交渉や条約の取り決めを行なう際には、

常に次のような疑問がもちあがります：誰が保全の責任を負うのか？ 誰が費用を負担するのか？ 誰

が生物多様性の利益を受けるのか？ 誰が勝ち、誰が負けるのか？ 

生物多様性は多くの重要な目標が絡む複雑な問題です。2010 年には、資金調達のための共通戦

略が合意されましたが、まだ大きな問題が残っています。世界全体の生物多様性を保全し、修復し、

保護するための資金やノウハウなどはどこから調達すべきか？ という点です。 

  

4.1. 生物多様性保全のための資金 
今までのところ、資金の大部分は地球環境ファシリティ（Grobal Environmental Facility/GEF）が提

供しています。この資金の原資は先進国による任意拠出でまかなわれており、生物多様性条約(CBD)
に基づいた開発途上国での自然保護の取り組みなど、さまざまな環境保全活動を支援しています。こ

の資金を使う際の原則や基準は、生物多様性条約締約国会議（COP）で決められています。2003年

以降、GEFは生物多様性資金の大部分（29億ドル）を全世界の2,000以上の保護区のために拠出し

ており、その総面積は634万平方キロメートル以上（インドの面積のほぼ2倍）に及んでいます。 

しかしながら現在、GEFや各国政府、その他の財源から提供されている資金では、生物多様性の

低下に歯止めをかけるのにはとても足りないというのが、全締結国の間で一致している見解です。また、

生物多様性よりも緊急性の高い問題に資金を使うべきだとの意見もあります。一方で、生物多様性保

全のための投資は、長期的な経済的利益につながるという意見もあります。 

 

開発途上国の生物多様性保全の資金はどこから出るのか  

生物多様性の保全にはコストがかかります。多くの開発途上国には、その措置をとるのに十分な資

金がありません。また、先進国はすでに GEF に資金を拠出しているので、それ以上払いたくないと考え
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るでしょう。 

資金源の問題からは、数多くの争点が生まれています。開発途上国に自国の生物多様性の保全を

求めるのなら、これまで生物多様性を破壊してきた先進国が、世界の生物多様性保全の資金供与の

責務を担うべきだという見解もあります。また、開発途上国には資金がないにせよ、自ら責任を負うべ

きで、先進国ほどではなくとも何らかの形で貢献すべきだという考えもあります。 

これまでのところ、GEF は先進国の任意拠出によってまかなわれてきました。この仕組みはうまく機

能しているのだから、これとは別に資金を強制的に徴収する必要はない、という意見もあります。また、

世界規模での生物多様性保全のための財源が不足しており、任意拠出では不十分なため強制徴収

すべきだとの意見もあります。 

最後に、もう一つの問題点は、財源は政府（つまり税金）だけでよいのかという点です。民間企業や

消費者などに負担してもらう方法はないのでしょうか。例えば汚染物質を排出している者、または特定

の資源を利用している者から徴収する方法があります。しかし小売価格の上昇につながりますし、効果

も薄いうえに、導入が難しく、さらには経済成長を妨げるのではないかという反対意見があります。 

 

4.2. アクセスと利益配分：名古屋議定書 
「遺伝資源の利用による利益の公正かつ衡平な配分」は、生物多様性条約の 3 つの目的の 1 つで

す。これは他の 2 つの目的、「生物多様性の保全」と「その持続可能な利用」を実現するための重要な

手段とされています。 

すべての生物は遺伝子によって情報を子孫に受け継ぎ、個々の生物個体の特徴が規定されていま

す。「遺伝資源」とは、このような遺伝子が有する情報を含む、生物に由来する遺伝機能素材を意味

します。遺伝資源および、その生物をどのように利用すべきかについて、先住民や地域社会のなかで

伝統的に培われてきた知識は、新薬、食品の改良、工業用酵素、化粧品などの分野の研究開発に非

常に有用です。 

しかし遺伝資源もこれらの知識も、他の資源と同様、世界中に均等に存在しているわけではありませ

ん。生物種数が豊富な地域、すなわち遺伝資源の豊富な地域の多くは、熱帯地域の国や開発途上

国です。一方、遺伝資源を使った開発に必要な技術をもつ企業はほとんどが先進国にあります。開発

途上国からみれば、このことが「バイオパイラシー」の原因となってきました。「バイオパイラシー」とは、

先進国の企業が他国の国内法を無視して、許可なくその国の遺伝資源を取得するとともに、その実用

化によって得た利益を遺伝資源の提供国に分配しないというケースを指します。 

 

名古屋議定書  

長年の交渉の後、「遺伝資源の取得の機会及びその利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分」

に関して合意が図られ、「名古屋議定書」（会議の開催地にちなんで命名）が2010年10月のCOP10
で採択されました。この議定書で触れているのは、遺伝資源の利用によって生じる利益の配分に関す

る合意を条件に、遺伝資源の「提供国」が、その「利用者」へ遺伝資源の取得許可を出せるというもの
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利益配分の事例 
カニ族は、インドのケララ州にある森林保護区域に住む先住民で

す。熱帯植物園・研究所（Tropical Botanic Garden and 
Research Institute, TBGRI）の研究チームが行った森林調査

で、カニ族の男性がガイドとして同行しました。研究者は、ガイドが

時折植物の実を食べており、体力を消耗する森林調査でも疲労

が少ないことに気づきました。ガイドは、カニ族の秘密であるとして

その実の正体を明かすことを拒みましたが、研究者の長い説得

の後、ようやくその植物を明かしました。研究者が採取して分析

を行ったところ、その山岳地帯の森林でしか取れない珍しい植物

であることが分かりました。この植物は、文献に掲載されたことは

ありましたが、特別な効能が伝統的に用いられていることは知ら

れていませんでした。TBGRIの研究者は、その植物の実に疲労

抑制物質が含まれていることを解明し、これをもとにストレスや疲

労を緩和する薬「Jeevani」を開発しました。TBGRIは、薬の販

売収益の50%をカニ族に支払うと決め、利益配分のための信託

基金を設立しました。この基金はカニ族の福祉と発展、さらに、カ

ニ族が利用している他の植物とその用法に関する調査に利用さ

れます。 

です（図4.1参照）。 

ここで言う「利用」には、「遺伝資源それ自体の利用」のほかに、もう一つのことが含まれます。先住

民や地域社会には古くから伝わるさまざまな知恵がありますが、そのなかには有用な遺伝資源の発見

につながるものもあるでしょう。そのような伝統的知識の「利用」も、「遺伝資源の利用」とされる場合が

あるのです。つまり、「利用者」とは遺伝資源またはそれに付随する伝統的知識を利用しようとする者の

ことを言います。「利用者」が遺伝資源を利用するには、遺伝資源の取得に際し「提供国」の許可を求

め、また、利用によって得られる利益の配分に関する条件について「提供国」と合意する必要がありま

す。利益配分の方法としては、金銭の支払い、技術移転や研究協力による支援などがあります。そして

利益配分によって生物多様性の保全と持続可能な利用が促進されることが大切です。名古屋議定書

図 4.1：アクセスと利益配分のモデル。ピンクの矢印は、生物多様性に由来する新製品から得られた利益の一部が、提供

国に還元することを示している（出典：CBD, 2012 年を改変） 

使用 

図 4.2: カニ族によって伝統的に利

用されてきた植物（上）市販されて

いる Jeevani（下） 
出典 (Wikipedia および 
http://sanjeevaniherbals.com/) 

http://sanjeevaniherbals.com/
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は、このような遺伝資源のアクセスと利益配分を実効化するための国内法の制定を、世界各国で進め

ていくためのものです。  

 

名古屋議定書の範囲と限界  

名古屋議定書は、50カ国が批准（加入）すると発効することになっており、近いうちに実現する見込

みです。各国政府は、議定書に定める義務を実行するための具体的な行動を定め、準備を進めなくて

はなりません。 

名古屋議定書には、“アクセスと利益配分”に関する取り決めが記載されています。名古屋議定書

に関連した未解決の争点がいくつか存在しています。そのひとつは、名古屋議定書の発効前に、先進

国の研究者や企業が開発途上国で収集した数百万もの生物種サンプル（さらに、そのサンプルから得

られる遺伝資源）の取り扱いについてです。これらのサンプルは、収集当時には正当だった手段で得た

ものだという意見がありますが、これら過去のものにも名古屋議定書を適用すべきという意見があります。

しかしそれは、高速道路の運転制限速度を改正し、過去の運転についても新しい制限速度で取り締ま

りをやり直すようなものだと主張する人もいます。一方、生物サンプルはその収集場所である国に引き

続き属すると考えることができるから、その国には一定の利益を与えるべきだという意見もあります。 

もう一つの争点は、公海の海洋生物に関してのものです。名古屋議定書では公海の海洋生物（魚

類、藻類、菌類など）に由来する遺伝資源については定めていません。このような遺伝資源には所有

者（「提供国」）がおらず、現在のところは誰でも無料で利用できます。海洋遺伝資源を利用するのは、

たいていは少数の先進工業国の限られた研究者や企業です。 

「公海自由の原則」は長年にわたり確立された慣習であり、それ自体の価値を維持すべきだという考

えがあります。一方で、公海の遺伝資源は全人類に属するもので、その利用から得られる経済的利益

を配分し、開発途上国の生物多様性保全に役立てるべきだとの考え方もあります。 
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略語集 

 

ABS: アクセスと利益配分(Access and Benefit Sharing) 

CBD: 生物多様性条約(Convention on Biological Diversity) 

CCAMLR: 南極の海洋生物資源の保存に関する条約 
(Convention on the Conservation of Antarctic Marine Living Resources) 

FAO: 国連食料農業機関 
(Food and Agricultural Organisation, is a United Nations Organisation) 

GDP: 国内総生産(Gross Domestic Product) 

GEF: 地球環境ファシリティ(Global Environmental Facility) 

MPA: 海洋保護区(Marine Protected Area) 

TBGRI: 熱帯植物園・研究所(Tropical Botanical Garden and Research Institute)  

UN: 国際連合(United Nations) 

UNCLOS: 国連海洋法条約(United Nations Convention on the Law of the Sea) 
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